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※下記の内容は、2016年 10月1日現在施行されている法律に基づいています。 

1. 中途採用者に対する試用期間設定の可否 

 別の設問で説明したとおり、試用期間は、社員としての適格性を判定するために設けられた期間で

あり、中途採用者であっても、その適格性を判断するために、試用期間を設けることは可能である。 

 たしかに、中途採用者の場合、特別の知識や経験を有しており、即戦力となることを期待して採用

されることもあり、試用期間は不要とも考えられる。 

 しかし、そのように期待して厚遇で採用した者であるからこそ、そのパフォーマンスが期待に沿わ

ないものであった場合、そのような者を会社で雇用し続けることは、会社にとって大きな損害となる。 

 こうしたミスマッチを防ぐためには、中途採用者の場合にも、試用期間を設けておくことが有効と

いえよう。 

 

2. 中途採用者の本採用拒否 

 試用期間中または試用期間満了時の中途採用者の本採用拒否についても、基本的には、新卒者の本

採用拒否の場合と同様に、客観的で合理的な理由が存し、社会通念上相当として是認できるものでな

ければ、解雇権を濫用したものとして無効とされる。 

 しかし、それまでの職歴や職務経験に着目し即戦力となることを期待して中途採用したが、その者

の実力が期待に沿わなかったというような場合には、本採用拒否が認められる可能性がある 

 

3. 裁判例 

 中途採用者の本採用拒否の効力が争われた主な裁判例としては、以下のようなケースがある。 

（1）三愛作業事件（名古屋地裁 昭 55.8.6 決定） 

 大学中退を高校卒業と申告して入社した港湾荷役作業員に対する試用期間中の解雇につき、当該最

終学歴の詐称が「重要な経歴」の詐称という懲戒解雇事由に当たることは認めつつ、募集の段階で大

学在籍者は排除する旨が明示されていたわけではなく、港湾作業という職務の性質から学歴は二次的

な位置付けとみられることなどを指摘して、当該解雇は無効とされた。 

（2）テーダブルジェー事件（東京地裁 平 13.2.27判決） 

 投資するに足りる有望な企業を発掘することを目的とするいわゆるベンチャー・キャピタル会社

に、証券会社および米国のベンチャービジネス企業での勤務を経て投資先の発掘・調査担当として入

社した者に対し、営業幹部としての能力不足等を理由としてなされた本採用拒否については、本採用

拒否の真の理由が親会社の会長に挨拶(あいさつ)をしなかったことであるとして、当該本採用拒否を

無効とした。 

（3）オープンタイドジャパン事件（東京地裁 平 14.8.9 判決） 

詳細は会員コーナーで閲覧してください。 



 

 インターネットサービス事業や韓国のベンチャー企業の日本進出を支援する事業等を目的とする

会社に、年俸 1300 万円の厚遇で事業開発部長として迎えられた者につき、適格性欠如を理由とし

てなされた本採用拒否については、「仮に原告が事業開発部長として被告主張のような職責を果たすこと

を期待されていたとしても、原告が解雇されるまでの 2 カ月弱の間にそのような職責を果たすことは困難

であったというべきであり、また、その後に雇用を継続しても、原告がそのような職責を果たさなかった

であろうと認めることもできない」などとされ、当該本採用拒否は、無効とされた。 

 なお、この事件においては、試用期間が設定されていたか否かについても争われたが、裁判所は、

①対象者が、社内において社長および後に社長になる者に次ぐ 3番目の職位である事業開発部長とし

て、年俸 1300 万円で雇用されたこと、②社長が、対象者の業務遂行状況をみて、事業開発部長と

しての業務能力および適性の有無を判断し、これが良好であれば、同人を取締役にする予定であった

こと、③同人が同社に雇用される前に数社を転職しており、その中に試用期間が設けられていたもの

があったこと、④同人が署名・押印して提出した誓約書には「試用期間中、本人の実務修習状況と、

素質を勘案して会社が辞退を勧告した場合は、無条件、即時辞退すること」と記載されており、これ

を提出した際に異議を述べなかったこと――などの事情から、試用期間が設定されていたものと認定

した。 

（4）アクサ生命ほか事件（東京地裁 平 21.8.31判決） 

 外資系生命保険会社に中途採用された者につき、試用期間満了前になされた本採用拒否について、

原告が、以前勤務していた会社への就職および解雇の事実を履歴書等で明らかにしなかったことは、

被告が原告の採否を検討する重要な事実への手がかりを意図的に隠したものとして「経歴詐称」と評

価でき、また、勤務態度にも問題があったとして、当該本採用拒否は有効と判断された。 

（5）ニュース証券事件（東京高裁 平 21. 9.15判決、東京地裁 平 21. 1.30判決） 

 証券会社に中途採用された者につき、6カ月の試用期間満了前に、約 3カ月の試用期間を残してな

された本採用拒否について、「わずか 3 か月強の期間の手数料収入のみをもって原告の資質、性格、

能力等が被告の従業員としての適格性を有しないとは到底認めることはできず、本件解雇（留保解約

権の行使） は、客観的に合理的な理由がなく社会通念上相当として是認することができない」と判

断された（地裁判決）。なお、高裁判決でも本件解雇は無効と判断されたが、同判決は、試用期間満

了前の本件解雇について、試用期間満了時の解雇に比べ、「より一層高度の合理性と相当性が求めら

れる」と判示しており、かかる考え方は疑問である。 

 

 

詳細は会員コーナーで閲覧してください。 


